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わが国の社会資本整備においては、近年、事業分野横断的に、構想段階か ら住民参加の機会を

確保す ることにより、計画検討 に透明性 ・公平性 を確保 し、住民意見を反映 した円滑な事業実施

が努め られている。一方で、そ うした場合でも利害対立が生じ、依然 として事業が長期化す る場

合もある。 こうした住民参加の取 り組みでは、通常のコミュニケー ションが利害関係者間で成立

しなくなっていることがあるが、利害関係者が社会全体の不利益について認識 し、議論 によ り問

題解決 を図 りたい と望んでいる場合であって も、議論 を再開 し合意形成を試み る手法が確立 され

ていない状況である。そこで本研究では、構想段階において、利害関係者間で通常のパブ リック ・

インボルブメン トなどの住民参加手法ではコミュニケーションが成立 しなくなった場合、及び成

立 しな くなることが予見 され る場合に導入する社会的な合意形成を促進するための手法 とその適

用方法を提案す る。具体には、紛争アセスメン トとメデ ィエーシ ョン手法の提案であ り、両手法

は、現行のわが国の社会資本整備の住民参加制度下では、実施体制の確保などが困難であるため、

本稿では、実務に資す る適用方法を提案 している。

【キーワー ド】合意形成 紛争アセスメン ト メディエーション

1.は じめに

国土交通省所管の社会資本整備 においては、住民

参加制度が整備 されてきている1。 これ らを背景に、

構想段階か ら住民参加の機会が確保 されることによ

り、検討プロセスの透明性や公平性を高めることで、

社会的合意の形成を促す取 り組みが蓄積 されてきて

いる2、

一方で、そ うした場合でも利害対立が生 じ、事業

が長期化す る場合 もある。計画検討 は、計画内容、

進め方において、適切に利害関係者 の意見を反映 し

ながら進める必要があるが、実務上の課題 も多いた

め、合意形成の技法や技術の改善が求められている

3。国土技術政策総合研究所の過去の調査では、実

務上の課題 として、例えば、(1)利害関係者及び利害

構造を特定する作業が困難である(2)計画検討の発議

前に、住民のニーズに応 じて検討すべき問題 を抽出

し、その検討手順、及び住民参加の実施方法を適切

に設計す ることが困難である(3)会議の運営、利害関

係者間の議論 を適切に進めるな どファシリテーシ ョ

ンに苦労 しているなどが明らか となっている4。

本稿 は、住民参加実務における技法的な課題解決

に資す ることを目的に、通常の住民参加プロセスで

実施 されるコミュニケー ション手法(説 明会など)

では利害関係者間でコミュニケーションが成立しな

くなった状況において、利害関係者間の議論が再開

され、次のステ ップに進めるような合意点を見つけ

るための具体的手法及び適用方法を提案する。

まず、社会資本整備の住民参加 プロセスにおける
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コミュニケーション手法 と提案する手法の位置づけ

を既往文献 を元に整理す る。次に、それ らを踏まえ、

合意形成を促進できる手法 として、紛争アセスメン

トとメディエーシ ョンを提案す る。両手法は、海外

の社会資本分野、国内の他分野において多 くの活用

実績があるが、わが国の社会資本整備においては、

制度 ・実務上困難な点も多 く、導入実績もほとん ど

無い。 このため、実務家、専門家との意見交換等を

行い、導入における制度上の課題 を明確 にした上で、

両手法の実務に資す る適用方法を提案す る。

2.既 存研究

(1)手法導入の目的

ここでは、社会資本整備の住民参加において、提

案する手法がどのよ うな位置づけとなるかを整理す

る。社会資本整備分野における紛争に発展 しうる利

害 として、パブ リック ・インボルブメン トの研究5で

は、実質的な利害、プロセスに関する利害、心理的

な利害の3つ が示 されている。また、コンセ ンサス ・

ビルディングの研究6で は、社会的文化的要因、法

的枠組み、政治的な要素、経済的要因、歴史的要因

が示 されている。このため、計画検討にあたっては、

計画案の技術的検討だけでなく、住民のもつ価値観

や、心理的 ・歴史的背景な ど利害を十分把握 し、検

討を開始す る前に議論すべき内容 を把握 した上で、

利害関係者が利害を相互に理解 し、 よりよい検討を

行えるよ うにプロセスを設計す ることが重要である

といわれている7。

米国においてPIを 普及 させてきた米国内務省8は 、

利害を 「各参加者が グループ行為の中で成 し遂げよ

うとしているもの(1998:p.6)」 としてお り、表明す

る立場や要求 とは別のものと解説 している。

これを踏まえると、グループ行為の中で各参加者

が成 し遂げたいことが一致すると合意に達 したと考

えがちであるが、同省9で は合意を 「全ての関係者

が支持あるいは受け入れ ることができる決定にいた

ること(1998:pp.2-3)」 と定義 している。
一方で、鈴木10に よれば、折年、紛争解決の分野

で広 く取 り入れ られている紛争の定義は、「当事者同

士の現在 の願望が同時には達成 されないと思い込む

ことや利害の相違を感 じていること(2004:p.22)」 と

なっている。

Deutsch、Tjosvoldは 、紛 争 には、例 えば、 自分

を知 り、相手 を よ り深 く知 るこ とがで きる、人 間関

係 を強 める、新 しい気 づ きや アイデ ア を得 るこ とが

で きるな どとい った肯定的 な側 面 と社 会的 なっ なが

りの崩壊 な どの否定 的な側 面が ある と説明 して いる

11 。 このた め、彼 らは、問題 は紛 争 その もので はな

く、利 害関係者 らが 、紛 争 が発 生 した場合 、肯定 的

な側 面 を保持 しなが ら否 定的 な側 面 を最 小化 す るよ

うに対処 で きるか ど うかが重 要で ある と主 張 して い

る12。

これ らを踏 ま え、本研 究 では、通 常の住 民参加 で

実施 され るコ ミュニ ケーシ ョン活 動(説 明会 、オー

プ ンハ ウスな ど)で は、利 害 関係 者 間で コ ミュニ ケ

ー シ ョンが成 立 しない状 態 を紛 争 と定義 し、提案す

る手法 は、事業 の構想段 階 にお ける社 会的合 意 を形

成す るプ ロセ スのな かで、利害 関係者 間で紛 争が予

見 され る場合 、紛 争 が発 生 した場合 の対処方 法 とし

て検 討す る。

(2)適 用 手法

ここでは、提 案す る手法 の枠組 み を明 らかにす る

ため、紛 争へ の対処方 法の観 点か らコ ミュニケー シ

ョン手法 を整理 す る。紛 争 に対処す る方法 には 、一

般 的 に紛 争の程度 が弱 い ものか ら高い ものに向 けて、

「回避 ・無視 」「交渉 」「調停 」 「仲裁」 「裁判 」「自力

救 済」 があ り、状 況 に応 じて適 用 され て い る。経 済

産 業省 ・3では対処 方法 につい て、以 下の よ うに解説

して い る。

(1)「回避 ・無視 」の状態 は、両 当事者 の話 し合 いが

行 われていない状態であ る。 一方が紛争だ と考 え

ていて も、 も う一方 は紛争 の存在 を認 めない場合

が多 い。

(2)「交渉」の状態で は、両当事者の話 し合いが行 わ

れ る。

(3)「調停」になって初 めて三者関係 になる。調停 で

は、調停人が両当事者 の話 し合いのプロセスに介

入す るこ とによ り、よ りよい交渉 を可能 にす る。

調停人 とそれぞれの当事者の話 し合いも行われ る

が、両当事者間の話 し合い も行われ る。

(4)「仲裁」 「裁判」になる と、それぞれの当事者が、

仲裁人や裁判官 とい う第 三者 に向かって主張 ・立

証 してい くプロセスに至る。

(5)さらに、 「自力救済」では、両当事者 が実力行使

す る紛争状態 にな り、 ここでは暴力がふ るわれ る

場合 もある。(2004:p.4)

わが国 におい ては、道路 計画 な どの構想 段階 の住
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民参加 に関す る取 り組 み において は、利害 関係 者 が、

複 数案 を比較評 価 して、最適案 を検討 す る手続 きが

実施 され て い るが、紛 争 になった場 合の対処 には、

「交渉 」 と 「調 停」 に属す る手法 が適 用 され て い る

とい う状 況 であ る。

フ ィッシャー&ユ ー リー14は 、 「交渉 とは他 人へ

の要求 をな るべ く通 そ うとす るときに用 いる基本 的

手 段で あ る。別 の言 い方 をす れば 、共通す る利 害 と

対 立す る利 害 があ る とき に、合 意 に達す るため に行

う相互 コ ミュニケー シ ョンであ る。」と定義 して い る。

交渉 には、3つ の アプ ローチが あ り、相 手に勝利

す るこ とを 目的 と した 「ハ ー ド型 」、関係 の樹 立 と維

持 に重点 をお いた合意 を 目的 とす る 。ソフ ト型 」 の

他 、効果 的かつ 友好裏 に賢 明な結果 を もた らす こ と

を 目的 とした 「原則 立脚型 」があ る15。 また 、交渉

学 を基礎 とす る紛 争管理 の分 野 には、「協調 的ア プ ロ

ー チ」 と 「競 合 的ア プ ロー チ」 の タイプ があ る16
。

近年 の わが 国 の 社 会資 本 整備 分 野 にお い て 浸透

して い る、 当事 者 間 の コ ミュニ ケ ー シ ョンに よる

「Win-Win」 を 目指す 合意形 成 の考 え方 は、交渉学

の分野 にお け るフィ ッシャー らの 「交渉」 の 「原則

立脚型」 に立脚 して お り、紛 争管理 の分野 の 「協調

的問題解 決(Collaborative problem-solving)17」

な どに も同 じで ある。

「Win-Win」 は、 自分 と相手の利 害 を よく理解 し

た うえで、共 通 の利 害 につ いて は合 意 とし、利 害が

対立す る部分 つ いて、客観 的で公 正 な基 準 を用 いて

両者 が満 足 で きる合 意 を形 成す るアプ ローチ であ る。

この よ うな 「Win-Win」 を 目指 す交 渉手法 は、米

国 では、 多 くの事例 で適 用 され てお り、その有 用性

は十分実証 され てい る ところであ る。

こ うした 「Win-Win」 を 目指す 「交渉」 とい う手

法 に は、以下 の よ うな留 意す べ き点 があ る。 まず 、

受 け入れ るか は別 に して 、相 手の言 い分 を よく理解

す る。次 に、落 しどころを探 すの ではな く、両者 が

満足 でき る結 果 を模 索す るた め、 自身が満 足で き る

目標 を設 定す る。 そ して 、 自分 の 「交渉 可能 な領域

(ZOPA)」 を設 定 した上 で 「交渉」に挑む。ただ し、

自分 の合意 可能 な条件 に よっては、「交渉」を適用 し

ない とい う選択 もあ りうる。そ して、パ レー ト最適 ・

改 善の考 え方やBATNA18、 二重関 心モデル ・9で説

明 され てい る とお り、適 用 した と して も当該 の交渉

で 「Win-Win」 の結果 が担保 されて いない。

一 方で
、前記 の 「調 停」 では第 三者 が対話 プ ロセ

ス に介 入す る こ とで よ りよい 「交 渉」 を行 うと定義

され てい る。つ ま り、「調 停」も条 件 によって は、合

意 に至 らない こ とは、「Win-Win」 の交渉 に立脚 し

てい るこ とか らも明 らかで あ る。

「調 停」 には、広義 でみれ ば フ ァシ リテー シ ョン

や メデ ィエー シ ョンがそ の手法 として属 し、第 三者

に は、 ファシ リテー ターや メデ ィエー ター が該 当す

る。

市 民参画 型道 路計 画プ ロセ ス研 究会20に よれ ば、

フ ァシ リテー シ ョンは 「会議 を円滑に進 め、議論 の

深 ま りを促進す るこ と(2004:p.63)」 と定義 され て

お り、 ファシ リテー ター は 「参加者 の発言 に潜む利

害 ・関心 を明確 に して、会議 の 目的に沿 った議論 が

展開 され るよ う、個 々の発言 や議論 の内容 を整理す

ると ともに、重要 な論点 を記録す る(2004:p.63)」 役

割 をもつ と説 明 され てい る。

わ が国 にお いて は、ま ちづ く り、道 路 、河川計 画

な どの検討 プ ロセ スにお け る住民 参加 の機 会 にフ ァ

シ リテー シ ョンが導 入 され た事例 が蓄積 されて きて

い るが、紛争 の程度 が深 ま り、利 害関係者 間で コ ミ

ュニ ケー シ ョンが成 立 しな くな る場 合で も、上記 の

よ うに議論 を促 進す るこ とを主 目的 とす る ファシ リ

テー シ ョンが実務 上数 少 ない対処 方法 とな って い る

た め、 コ ミュニ ケー シ ョン手法 の選択肢 が限 られて

い る とい え る。

この ため、本研 究で は、 よ りよい計画検 討 に資す

る コ ミュニケー シ ョン手 法の選択 肢 を拡 充す る こと

を 目的 に、利 害 関係 者 が社会全 体の不利 益 につ いて

認識 し、議 論 に よ り問題解 決 を図 りたい と望 んでい

る場合 に、議論 を再 開 し、合意 の形成 を 目指す 手法

と して 、 「調停 」の手法 で ある 「紛争 アセ スメ ン ト」

と 「メデ ィエー シ ヨン」 を検討 す る こと とした。

紛争 アセ スメ ン ト21と は 、あ る事案 に対す る利害

関係者 とそ の利 害 を特 定 し、対話 に よる合 意の形成

が可能 か どうか を判 断す る手法 であ る。

メデ ィエ ー シ ョン22は 、紛 争 を回避 あるいは解決

す るた めの手法 で、各利害 関係者 か ら中立的 な第 三

者 が解決案 の作成 を支援 し、紛争 の 当事者 が最 終的

な意 思決 定をす る手法 であ る。

国土交 通省 国 土交通政 策研究 所(2006)23の 調 査
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に よれ ば、米国 の社 会資 本整備 にお け るメデ ィエー

シ ョンは 、そ の実施 に よ り、解決 案 の作成 だけで な

く、進 め方 に対す る参加 者 の満 足、利 害関係 者の 関

係 改善 な どの効果 が得 られ るこ とが確認 され てい る。

加 えて、 メデ ィエ ー シ ョンの実施 が 費用や 時間 の削

減 につな が るこ とも確認 され てい る。

同調 査24の 米 国の 運用 実 態 に 関す る報 告 に よれ

は、米国 では 、環境 紛争 をは じめ 、多 くの適 用実績

が あ る。連 邦政府 が 関与す る環境 紛争 を対象 と した

メデ ィエ ー シ ョンサ ー ビ ス を提 供 す るUSIECR

(U.S.Institutefor Environmental Conflict

Resolution)で は、2003年 に30件 、2004年 に42

件 の実施 実績 があ り、約90%が 全体 的 または部分 的

な合 意 に達 してい る。 また 、マサ チ ューセ ッツ州 政

府 に関係す る紛争 や環 境問題 に対 して メデ ィエー シ

ョンを実施 してい るMODR(Massachusetts Office

of Dispute Resolution)で は、社会資 本整備 関係 の案

件 で60～70%が 合 意 に達 してい る。

また 、わが国 におい ては 、2002年 に福井 総合病 院

で メデ ィエー シ ョンが導入 され た事例 な どを有す る

医療分 野や 、学校 と親 、教 師 と生徒 との紛 争や、「い

じめ」 防止 の 目的 で適用 の実績 のあ る教 育分野 な ど

で普及 し始 めてお り、そ の有効性 が確認 され てい る。

上記 よ り、両手 法 は、わが 国の社会 資本整備 にお

い て も活用 を検討 で きる と判断 した。

3.検 討 方法

米国 では、社 会資本 整備及 び諸政 策課題 に関 わ る

紛 争解決 を 目的 と して、紛争 アセ ス メン トや メデ ィ

エー シ ョンが過 去30年 以 上 にわた って利 用 され て

い る。 しか し、法制 度や メデ ィエ ー シ ョン事業者 が

存在 しない な ど、背 景が 大き く異 な る 日本 にお いて、

メデ ィエー シ ョンを活用す る場合 、 メデ ィエー ター

とな りうる主体 の特定や 、 中立性 を担保 した形 で の

合意 形成 プ ロセ スへ の関与方法 な どが問題 とな る。

わ が 国 の現 在 の住 民参 加 に関す る制 度 的枠 組 み

の中で 、紛 争 アセ スメ ン トとメデ ィエー シ ョンの活

用方法 を提案す るた め、以 下の検討 を行 った。

まず 、合意 形成 の運営 を担 う専 門家(フ ァシ リテ

ー ター、 メデ ィエー ター等)の 活 用方法 につい て、

専 門家の 中立性 ・第 三者性確 保 の制度 的枠 組み 、専

門家 の適用判 断、 専門家 の資格 要件、 専門家 の選 定

手続 き等の観点か ら海外、国内他分野における先進

事例25を 収集 し、整理 した。

次に、わが国の社会資本整備において、合意を円

滑に形成す るための手法、その運営を担 う専門家の

確保方法、実施手順、手法の適用方法について検討

を行った。検討は、平成18年 度、19年 度の2ヵ

年にわたってわが国の住民参加に関す る学識者4名

との議論 をもとに行った。そ して、平成20年2月

に米国の行政機関など紛争解決に関わる実務家15

名 と紛争アセスメン トとメデ ィエーシ ョンの適用に

関する留意事項な どについて意見交換 を行い、提案

内容をブラッシュアップ した。国内学識者、米国実

務家は文末脚注に示す26。

本稿では、(1)現行の住民参加制度の枠組みの中で

活用できる合意形成円滑化のための手法(紛 争アセ

スメン トとメディエーション)、(2)合意形成円滑化の

ための手法の適用上の課題、(3)実施手順、(4)手法適

用の判断、(5)実施のタイ ミング、(6)実務における留

意点、(7)中立的第三者の要件 と確保 について提案す

る。

4.検 討結果

(1)提 案する紛争アセス メン ト及 びメデ ィエー シ

ョン手法の定義

図-1合 意 形成 プ ロセス(概 念)27
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本研 究にお いて提案す る合意形成 を促進す る手

法 である紛争 アセスメン トとメデ ィエーシ ョンを、

以 下の とお り定義 し、適用の流れ を図-1の よ う

に提案す る。

●紛争アセスメン ト

メデ ィエー シ ョンの実施 に先立ち、利害関係者

や討議すべ き事項 を特 定す るとともに、紛争解決

に向けて どのよ うな手法 が適切 また は可能 か、そ

れ を実施 した場合に生産的 な合意へ と達する見込

み があるかを評価す るための方法。一般的には、

第三者に よる ヒア リングな どの聞き取 り調査 によ

り実施 され る。

● メデ ィエー ション

対立点が発生 した場合や予見 され た場合にお い

て、事業主体や各利 害関係者か ら中立的な立場 に

ある第三者 が対話や解決案 の作成 を支援 し、対 立

点 を解 消す る方法。

一般住民の意 見収集 ・意見集約 を 目的 とす る市

民協議会 とは異 な り、利害対立を調整 した解決案

の作成を 目的 として実施 され る。

(2)両 手法の適用上の課題

本研究で提案す る紛争 アセス メン ト及び メデ ィ

エーションは、現行の住民参加制度 を前提 としてお

り、以下の課題を踏まえたものである。

社会資本整備 の紛争は、一般的な紛争(例:離 婚

や遺産相続)と 比較 して、例えば、利害関係者が多

様 かっ広範囲に存在する、利害の内容が多様である、

検討開始時には利害が必ず しも顕在せず、後から利

害対立が発生する場合があるなどの特異で合意形成

が困難な特徴がある。 このため、手法の実施者は利

害関係者の掘 り起こし作業を十分に行 う必要がある

などの負担が大きい。

また、わが国においては、紛争当事者間の話 し合

いを中立的立場でメデ ィエーターが関与できる体制

が整っていない。米国では、USIECRやEPAと い

った政府系の組織においてロスター と呼ばれ るメデ

ィエーター名簿が作成 され、個別の現場においてこ

の名簿を参考にメデ ィエーターを選出 している。わ

が国においては、中立性を如何に確保す るかが課題

である。

さらに、ファシ リテー ターに比べ、メディエータ

ーは利害関係者間の対立点を解消するための解決案

の作成 を支援する点で、高い技術力が求められてい

る。 このため、社会資本整備においてメデ ィエーシ

ョン導入にあた り、メディエーターの役割を果たす

ことができる実務家を如何に確保す るかが課題 であ

る。わが国においては、社会資本整備 に関わる合意

形成の専門家の要件については、土木学会四国支部

28な どにおいて検討がされているものの、メディエ

ーターの職能が確立されておらず
、その供給体制に

工夫が必要である。

法律、制度上の観点か らは、まず、メデ ィエーシ

ョンによる解決案 と行政の意思決定の問題がある。

行政や議会が最終的な意思決定 と管理責任 を付託 さ

れているため、メデ ィエーシ ョンによる利害関係者

間で形成 され る合意は どのように取 り扱われるべ き

かについてはしば しば議論 されている29。 その他、

導入にあた り関連のある弁護士法などの法制度 との

課題等が論 じられている30。

これ らの課題 を踏まえ、本研究では、わが国の社

会資本制度において実施可能な提案が必要である。

(3)両手法の実施手順

わが国の社会資本整備 に両手法 を適 用す るにあ

た り、表-1、 表-2の ような実施手順を提案す る。

表-1紛 争アセスメン トの進め方31
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表- 2メ デ ィエー シ ョンの進め方32

表- 3適 用判断の考え方

(4)両手法適用の判断

適用の判断については、表-3の よ うに提案す る。

合意形成円滑化 のた めの両手法の適用にあた っ

ては、計画検討プロセスを踏まえ、中長期的なスパ

ンで計画 ・設計 し、戦略的に進めることが重要であ

る。

メディエーション手法適用の判断は、個別の事業

の状況によ り異なるが、既に紛争状態にある場合 を

除き、紛争に陥る可能性があるかどうかを紛争アセ

スメン ト等で判断す ることが必要である。

紛争に陥る可能性があるかどうかは、当該事業の

過去の経緯や類似事業の状況、PI活 動等におけるコ

ミュニケーシ ョンの状況などの周辺状況 と、円滑な

コミュニケー ション関係構築に向けた努力に対す る

反応の両面か ら判断する。

また、適用 して も合意が担保 されていないことか

ら、適用の条件 として、利害関係者に集まって話 し

合ってもらえるかどうか、議論により解決案が作成

できるか、議論が発散す る危険が大きくないか、生

産的な合意へ と達する見込みがあるか、調整できる

利害対立か、厳 しすぎる時間の制約(例:予 算要求、

選挙)は 無いか、計画に調整できる余地があるかな

どを検討 しなければならない。条件を満た さない場

合は、適用を見合わせ る判断 も必要である。

(5)実施のタイミング

紛争アセスメン ト・メデ ィエーシ ョンとPIと の

関係 は、(1)両方を並行 して実施する、(2)両手法を先

に実施 し、その結果 も反映 した案をもってPIを 実

施する、(3)紛争アセスメン ト・メデ ィエーションの

みを実施する3つ のパター ンが考え られ る。

当該事業の計画検討 において、事業による効果 ・

影響の範囲の広 さ、市民等への情報提供の状況、利

害対立の状況などにより適宜、選択 してい くことが

必要である。

(6)実務における留意点

紛争アセスメン ト

メデ ィエー シ ョン適用 の判断は担 当者の値感 な

どではな く、原則紛争アセスメン トによ り判断すべ

きである。紛争アセスメン トを行 うことにより、利

害関係者や論点など紛争の構図が明 らかになり、そ

の結果、メデ ィエーター としてどのよ うな人が相応

しいか、その要件 も明 らかになる。 さらに、メデ ィ
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エーシ ョンに どの程度の期間や費用を要するか、何

について議論すればよいのかの見通 しを立てること

が可能となる。

紛争アセ スメン トを実施す る中立的第三者は、発

注者 に対す る聞き取 り対象者の守秘義務を契約等で

厳格化することが重要である。利害対立が弱い場合

などは、必ず しも中立的第三者でなく、事業主体 自

らが実施、通常の調査業務 としてコンサルタン トが

実施することもあ り得 る。ただ し、中立的で無い場

合、潜在的な利害を把握 しにくいおそれが生 じる。

メディエーシ ョン

メディエーシ ョンは、事業の規模、受益者や影響

範囲の規模 、利害対立の大き さ ・深刻 さなど、個々

の事業の特性に応 じてそのプロセスを設計する。

紛争アセスメン トの結果 をもとに、メディエーシ

ョンの目的や成果 といった位置付 け、主催者、会議

の進行役、事務局、関係主体の役割等、プ ロセス(全

体の枠組み)を 設計する。

特に、利害対立が激 しい事業においては、メデイ

エーターの中立性 を十分に確保できるよう設計する

ことが必要である。

利害対立が軽微な場合は、メデ ィエーターの中立

性 を一定程度確保 しつつ既存のPIの 仕組みを活用

す ることも可能である。

メデ ィエー ションを実施するにあた り、メデ ィエ

ーシ ョン結果の取 り扱いについては、行政に決定権

があることを、利害関係者他で広 く確認 しておく必

表-4メ ディエー ションと委員会等との違い

要がある。メデ ィエーションの合意は、一般には法

的な意味での決定ではないものの、行政がメディエ

ーションの解決案 と異なる意思決定を行 う場合には、

その理由が具体的に説明可能でなければな らない。

(7)中 立的な第三者

メデ ィエー シ ョンの中立的第三者 と既往 の委員

会等 との違いは、表一4に 示す ように、委員長 とそ

の選定方法、委員(討 議への参加者)と その選定方

法、事務局である会議の運営者、そして、委員会の

役割にある。

a)メ ディエーターの要件

メディエーターは、メデ ィエーシ ョンに参加す る

利害関係者の信頼を得て、公平 ・公正な立場でメデ

ィエーションを運営 し、利害調整を行い、解決案の

作成 を支援す るなど、中立的な第三者 として重要な

役割 を担 うため、高度な技術が求め られ る。

この役割 を担 うために、社会資本整備の紛争解決

のメデ ィエーターは、中立性の他、信頼性、専門性、

実効性の要件を満たす ことが必要だ と提案す る。

(1)信頼性:利 害関係者か ら信頼が得 られる

メデ ィエー シ ョンに参加す る利 害関係者か ら信

頼が得 られること、

〈具体的に考え られ る方〉

・論点 となってい る事項について知見を有する学識

経験者

・当該地域の実情に詳 しい、当該地域出身の有識者、

学識経 験者

・地域の名士、まちづ くりの リーダーな ど、ステー

クホル ダーに既 に信頼 を得ている方

・社会科学(法 学、経済学、社会学な ど)関 係の学

識経験者 等

〈手続 き面〉

・信頼性を確認す る手続き として、実質的に事業主

体が選定したメデ ィエー ターであれば第1回 会合

で参加者全員 に承認 して もらうことが必要である。

・メデ イエーシ ョン参加者がメデイエーターの選定

(複数候補者の比較検討)を 行 うことが望ま しい。

(2)中立性:中 立的な第三者

厳格なメディエーションになるほど、中立性が明

確に求められる。 このため、メデ ィエー ターを担 う

個人や事業者が固有に有する特質 と、契約など手続

き上の両面から中立性を確保す ることが必要である。
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〈具体的に考えられる方〉

・専門領域 に偏 りが無 く、社会資本整備 に関する幅

広い知見を有す る方

・当該事業の検討委員会の場などである専門や利害

を代表す る委員 になっていない方

・当該事業に関す る業務 にその時点で関わ り(業 務

を受託 しているな ど)を 持っていない方

・当該事業による直接的な効果や影響 をうける地域

住民や職業についていない方 等

〈手続 き面〉

契約において、メデ ィエーターの独立性、第三者

性を書面(特 記仕様書や覚書、協定等)で 明記する。

メデ ィエーターの役割や権限を明確化 し、利害関係

者及び社会に対 し、中立な立場か ら審議 を進行する

ことを宣言(表 明)さ せ る。

(3)一定の専門性:社 会資本整備に対す る一定の知識

当該事業に関して、必ず しも高度な専門性は必要

ではないが、最低限、"専門用語がわかる、それ らを

利害関係者にわか りやす く説明できる"程 度の専門

知識(科 学 ・技術 ・工学的知識)を 有すること。

当該事業の直接的な専門家は、利害関係者か ら不

信感 を持たれたり、最適解を求められた りす る可能

性があるため、避 けた方がよい場合 もある。

〈具体的に考えられる方〉

・社会資本整備全般について広く(浅 くてもよい)

知見を有す る学識経験者

・社会資本整備に関す る行政OB/OG

・コンサルタン トの技術者、まちづくり専門家

・社会資本整備 に関する取材や執筆経験豊富なジャ

ーナ リス ト 等

(4)実効性:メ ディエーションスキル

議論 を進行する、参加者の意見を吸い上げ解決案

に結び付けるなど議論を具体成果へ とまとめるスキ

ル と、会議進行(フ ァシ リテーシ ョン)や コミュニ

ケー ションのスキルを有する。

〈具体的に考えられる方〉

・審議会、委員会等で座長、委員長の経験 のある方

・メデ ィエーシ ョン ・ファシ リテー ションの実施経

験のある方 等

b)メ ディエーターの確保

メデ ィエーター は一般 的には上記の要件 を満 た

す個人が相応 しいが、我が国では、現時点において、

前記の要件を全て満たす個人のメデ ィエー ターを確

保することが困難な場合が多い。このような要件を

満たす個人がいない場合、メディエーターグループ

を構成 して対応することも可能であることを提案す

る。また、紛争アセスメン トにより、実質的にメデ

ィエーター とな り得 る主体(個 人、事業者)を 関係

者の中から選出することも可能である。本研究では

以下に3つ のバ リエーシ ョンを提案す る。

(1)要件を満たす個人

要件 を満 たす個人がメディエー ター とな りメデ

ィエーシ ョンを主宰する。要件を満たす個人がい

ることが条件 となる。能力あるメデ ィエーターが

利害関係者か らの意見や質問を的確に素早 く裁 く

ことが可能 とな り、審議はスムースに進行 される。

(2)要件を満たす個人を中立的専門家が支援

要件を満 たす個人がメデ ィエーター となるが、

メデ ィエー ター を支援す る立場 で中立的な専門

家が参加する。部分的に高度な専門性が要求 され、

個人のメデ ィエーターで は対応 困難が想定 され

る場合に考えられるケースである。専門家はア ド

バイザー的な役割であ り、メデ ィエーターではな

い。共同事実確認は、このケースで専門家が不定

期に参加するケースともいえる。

(3)メディエーターチームを構成

複数の人に よ りメデ ィエーター グループ を構

成 し、メデ ィエーシ ョンを主宰す る。要件を満た

す個人が存在 しない場合や、論点が複雑で社会資

本整備 以外 の事項な ど多様 な専門性 が求 め られ

る場合などに考えられるケースである。 メデ ィエ

ー ターグループ内での混乱をさけるため、実施 目

的及び各メデ ィエー ターの役割 を明確 に してお

くことが必要である。

5.む すび

本稿では、社会資本整備 の構想段階における計画

検討 において、紛争を未然に防ぐ、及び、紛争状態

に陥った利害関係者が計画検討の再開な どを望んだ

場合に、話 し合いを進め、合意 を形成する手法 とし

て、紛争アセスメン トとメデ ィエーシ ョンを提案 し

た。

紛争アセスメン ト及びメデ ィエーシ ョンは、第三

者が対話プロセスに介入することで、よりよい当事
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者間の交渉を行 うことを目的 としてお り、米国の社

会資本整備分野やわが国の医療分野などで導入実績

があ り、合意が形成 されるな どの効果が報告 されて

いる。

しか しなが ら、わが国の社会資本整備においては、

これまで、両手法を実施す る手続 きや、プロセ ス運

営上、重要な役割をもつ メデ ィエーターの中立性 、

実効性な どを担保す る制度 は確立されてお らず、こ

れ らの手法に近い形での適用事例 もほとん どない状

況にある。

このため、本稿では、社会資本整備に関わる紛争

の特性 を踏まえ、利害関係者の特定方法、メデ ィエ

ーシ ョンの実施方法、メディエーター確保の方法、

プロセスにおけるメデ ィエーターの中立性確保 の方

法 といった課題を検討 し、実務における適用方法を、

バ リエーシ ョンを持たせて提案 した。

今後は、以下のような課題の解決に向けた検討が

重要である。

メディエーシ ョンは、時間 ・費用面で も大きな負

担 となりうることか ら、紛争アセスメン トを実施 し、

メデ ィエーシ ョンを適用す るか否かの技術的判断 を

適切に行 えるように事例を蓄積 し、分析を行 うこと

が重要である。 これ らは、メディエーションプロセ

スの適切な設計などに資す ると考え られ る。

また、メディエーションの実施においては、中立

的第三者であるメデ ィエーターの役割は大きい。本

稿で提案 している信頼性、中立性、一定の専門性、

実効性のメディエーターの要件について、わが国に

おける試行事例等の分析、海外制度等の比較研究を

元に、さらに検討 を進めていくことが重要である。

これ らは、利害関係者間の円滑な合意形成に資す る

と考えられる。

実務においては、利害関係者が、 日本の社会 ・歴

史的背景、制度的枠組みを十分踏まえて手法の適用

を検討するとともに、個別の案件 ごとの特性やそこ

で得 られた知見を蓄積 し、経験を重ねなが ら、ブラ

ッシュア ップ してい くことが重要である。
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